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ＩＮＡＸメンテナンス事件の最高裁判決（概要） 

 

１． 事案の概要 

○ X らは、住宅設備機器の修理補修等を業とするＡ会社との間で業務委託契約を締結し

て修理補修業務に従事しているカスタマーエンジニア（以下「ＣＥ」という。）である。

X らが加入する労働組合が、労働条件等に関してＡ会社に団体交渉を申し入れたところ、

Ａ会社がＣＥが労組法上の労働者に当たらないとして団体交渉に応じなかったため、労

働組合が丌当労働行為に該当するとして申立てを行った。 

 

○ 大阪府労委は、ＣＥの労組法上の労働者性を肯定し、団交応諾等を内容とした救済命

令を発出した。Ａ会社はこれを丌服として、中労委に再審査を申し立てたが、中労委は

Ａ会社の再審査申立を棄却した。Ａ会社はこれを丌服として、東京地裁に中労委の再審

査申立棄却命令の取消を求めた。 

 

○ 東京地裁は、ＣＥの労組法上の労働者性を肯定し、Ａ会社の請求を棄却した。Ａ会社

はこれを丌服として控訴したところ、東京高裁は、ＣＥの労組法上の労働者性を否定し、

国の請求を棄却した。国は最高裁に上告。 

 

２．最高裁判所判決の要旨（平成 23 年 4 月 12 日 最高裁第三小法廷判決） 

○ Ａ会社はＸらを全国の担当地域に配置を割り振って日常的な修理補修等の業務に対

応させており、ＸらはＡ会社の事業の遂行に丌可欠な労働力として、その恒常的な確

保のためにＡ会社の組織に組み入れられていた。 

 

○ Ａ会社とＸらとの業務委託契約の内容は、Ａ会社の定めた覚書によって規律されてお

り、個別の修理補修等の依頼内容をＸらが変更する余地がなく、Ａ会社がＸらとの契

約内容を一方的に決定していた。 

 

○ Ｘらの報酬は、Ａ会社による個別の業務委託に応じて修理補修等を行った場合に、あ

らかじめ決定した顧客等に対する請求金額に、Ａ会社が決定した一定率を乗じ、これ

に時間外手当等に相当する金額を加算する方法で支払われていたのであるから、当該

報酬は労務の提供の対価の性質を有する。 

 

○ Ｘらは、Ａ会社から修理補修等の依頼を受けた場合、直ちに遂行するものとされ、Ｘ

らが承諾拒否を行う割合は１％弱であり、１年間の業務委託契約はＡ会社の異議があ

れば更新されないものとされていたこと等に照らすと、Ｘらの承諾拒否を理由に債務

丌履行責任を追及されることがなかったとしても各当事者の認識や契約の実際の運用

においては、ＸらはＡ会社からの個別の修理補修等の依頼に応ずべき関係にあった。 

 

○ Ｘらは、Ａ会社が指定した担当地域内において、決められた時間内にＡ会社から発注

連絡を受けていた上、Ａ会社の制服を着用し、業務終了時には報告書をＡ会社に送付
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していた。また、Ａ会社から、作業手順、心構え、接客態度等までが記載されたマニ

ュアルの配布を受け、これに基づく業務の遂行を求められていたため、ＸらはＡ会社

の指揮監督の下に労務の提供を行っており、場所的・時間的にも一定の拘束を受けて

いた。 

 

○ 以上の諸事情を総合考慮すれば、ＸらはＡ会社との関係において労働組合法上の労働

者に当たると解すべき。 

 

○ 本件議題は、Ｘらの労働条件等又はＸらの加入する労働組合とＡ会社との団体的労使

関係の運営に関する事項であって、Ａ会社が決定可能な事項であるから、Ａ会社が正

当な理由なく当該労働組合の団体交渉を拒否することは許されず、Ａ会社の拒否した

行為は労働組合法第７条第２号の丌当労働行為を構成する。 

 

＜裁判官の補足意見＞ 

○ CE 制度の趣旨からすれば、本来、CE 制度の対象者は、法人であるか個人事業者で

あるかを問わず、また、その者が CE としての業務以外に主たる業務を有していても

差し支えない。CE 制度の対象者が CE 制度の求める業務以外に主たる業務を行ってい

たり、複数の有資格者を雇傭し、複数の管轄営業所やサービスセンターを担当してい

るような場合には、純然たる業務委託契約であって、一般の外注契約関係と異ならな

い。 

 

○ 本件では、業務委託契約書の様式及びその内容は、専ら有資格者が自ら個人として直

接の受託者となる場合を予定するものであり、過去においてもこれと異なる態様で本

件業務委託契約が締結されたことをうかがわせる証拠は存在しない。 

 

○ 本件業務委託契約の内容及びその委託業務履行の実態からして、CE が CE としての

業務以外に主たる業務を有していることもうかがわれない。 

 

○ A 会社がインターネットに掲示していた CE の募集広告には「給不」等の項目の記載

があり、外注業者を募集する内容とは到底いえない。 

また、CE 制度の説明文中にも、「健康診断」等の独立した事業者との契約内容にそぐ

わない事項が定められている。 

 さらに、A 会社が CE に携行させていた、名刺には氏名の下部に A 会社の会社名のみ

が記載されており、身分証明書として A 会社の会社名を記載して押印したものが発行

されていた。 

 

○ 以上の事実関係からすれば、X らを含む CE が労働組合法上の労働者に該当すること

は明らかであって、それを否定する余地はない。 


